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国家独占資本主義と予算制度改革論
横
?
茂
I 間題の設定
行政学者ギュリック (L.Gulick)は， 1948年に刊行した著書『第二次世界
戦争の行政への反映』のなかで，戦時において合衆国政府が国家防衛のため
に動員した「国力 (nationalstrength)」の要素として， 次の 7つのカテゴ
(1) 
リーをあげている。
(1) 軍隊ー一陸・海・空軍と沿岸警備隊，州兵のみならず，あらゆる軍事
組織と疑似軍事組織を含む。 (2) 友好賭国一一「同盟国」として連合して敵，
と戦う諸国家と，「友好的中立国」として食糧や原料など戦略物資や船舶輸
送などの供給を投助する賭国家。 (3) 人的資源一一衣：戦力の不可欠の基盤で
あるこのカテゴリーは，人口の絶対数とその健康や活力などを尺度として計
測されるが，また訓練と規律による能率の増進に比例して変化し，とくに共
通の目的に集中されるチームワークや精神的献身により著しく高めることが
できる。 (4) 原料資源—鉱物資源，化学物質，核分裂物質，燃料，農産物
など，安定的な輸入の確保と並んで一定水準の備蓄と国内生産の維持とが重
要となる。 (5) 資本投下物一工場設備， 動力装置， 輸送体系； ガス・電
(1) L. Gulick, Administrative Reffections from World WarII, 1948, pp.19 
-20. 
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気・上水道・下水道など都市の便益施設 (utilities)，住宅，通信体系，産業
機構，生産および流通過程における在庫品，工場や家庭に保存されている財
産の全目録におよぶ。 (6) 科学・技術および研究開発ー一既存の生産のノウ・
ハウのみならず，軍事上・産業上の新しい技術課題にかんするノウ・ハウ，
基礎科学と応用科学の組織的研究，発明•発見，内外におよぶ社会・政治・
行政・経済の諸問題にかんする研究。 (7) 組織と制度ーー政府およぴ統治の
構造やその技法，規律，資産•生産と分配・貨幣・賃金・価格・契約・信用
•利子・租税などからなる「経済的諸制度」，およびコミュニティ， 家族・
職場・経営者団体・労働団体・教育団体・科学団体・宗教団体・政治団体な
どからなる「社会的諸制度」を含む。
この分類に示されているのは，総動員の発展過程で国家による社会経済の
全領域にわたる統合・管理が飛躍的に前進していく傾向であり，さらにこの
国家機能をになう執行権力の軍事・官僚制度が社会生活のすみずみへ浸透し
ていく事態である。ギュリックによれば，戦時に国家防衛のために動員した
7つの「国力」の要素は，また平時における安全の確保に必要不可欠な「国
(2) 
民的資源 (nationalresources)」であって， 彼の著書は，第二次大戦期の
総動員に合衆国の立憲体制がいかに適応したかを分析し，戦後の行政管理に
役立てる教訓を引き出そうとしているのである。
彼は戦時行政から15の教訓を得ているが，なにより第一に注目しているの
は，大統領の強力な指導力が民衆の直接的な政治的支持を基盤として確保さ
れ，複雑で膨大な国家諸機能にたいする指揮がダイナミックに遂行されたこ
とである。ギュリックはこう結論づけている。
「戦争中，大統領職 (Presidency) は， かようにあらゆる主要な観点か
らみて，きわめて良好に機能した。その最大の貢献は，民衆の同意，自由，
献身 (devotion)を土台として強固な安定性を確保し，政治的指導，軍事的
指揮，国家間の交渉，政府の戦時および平時諸機関のトップ・マネジメント
(2) Ibid., p. 20. 
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(3) 
などをダイナミックに調整し，運用したことである」。
ギュリックは，こうした大統領の強力な指導力を合衆国の立憲制度の枠内
で保証した諸制度に言及しているが，その最も主要なものは， 1939年再組織
法にもとづく行政改革によって新設された大統領府であった。大統領府に絹
成・新設された諸組織は， 計画策定 (Planning)， 組織化 (organizing),
人事配置 (staffing)，指揮 (directing)，調整 (coordinating)，報告 (repo-
rting)， 予算編成 (budgeting)などを含む広汎な行政管理機能を「大統領
の名において，そして彼自身の権限にもとづいて」執行することによって，
大統領の行政管理権を拡大した。とくに財務省から移管された予算局は，予
算編成・統制機能に加え，戦時行政管理の改革に関する立案機能をもその管
轄下におき，戦時動員諸組織とならんで，大統領の「管理の武器 (manage-
(4) 
ment arms)」のうち最大のものとなった。
一方，ギュリックによれば，こうした執行府の著しい強化とは対照的に，
(5) 
立憲制度における「最も弱い環 (theweakest link)」であることを露呈した
のは，立法府であった。とくに立法府は，総動員の過程で歳出がほとんど無
制限となったので，予算の協賛による執行府の統制という伝統的な手段を大
幅に制約された。ギュリックは次のように述べている。「不足した諸要素は，
資材，人的資源，建物のスペースや施設，時間などであった。それ故，行政.. 
官はまもなく，経費を基礎とする統制はほとんど価値がなく，むしろ人的資......'...................... 
源，資材，スペースを基準とする統制や， プロセスやバフォーマンスを基準....................... 
とする統制，時間的なスケジュールを基準とする統制などがきわめて重要で
あることを発見した。………新しい型の統制を確立し，大規模な監督と調整
の施行のためにより良い基礎をつくりだそうとするこのような動きのなか
で，政府は，産業によってすでに開発されていた多くの技術を採用したので
(3) Ibid., p. 76. 
(4) Ibid., pp. 76-77, L. Gulick, "Conclusion"in a symposium on The Executive 
Office of the President, in Public Administ7ation Review, vol. I, 1940, p.139. 
(5) L. Gulick., op. cit., p. 75. 
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ある。将来，われわれが公行政における能率ということを追求する場合，こ..................... 
の新しい型の行政的統制にかんする戦時の経験から学ぶべき多くのものがあ
(6) 
ると思われる。」（傍点は引用者）
このように，ギュリックは，戦時において執行権力の軍事・官僚制度によ
る社会経済の全領域におよぶ統合・管理が前進していく過程で，立法府の統
制能力が実質的に失なわれていく傾向と民間経営で発展した管理の技術が軍
事的官僚制度の内部に移転されていく傾向とが並行して展開して「新しい型
の行政統制の諸手段」が開発されたことに注目し，戦後の行政管理にたいす
る教訓としているのである。
この「新しい型の行政統制の諸手段」は，いうまでもなく，単に軍事・官
僚制度の運動を統制するのみでなく，それを通じて社会経済の運動を統制し
管理する諸手段であったが， それらの中核にすえられたのは， 戦時生産局
(War Production Board)のなかで開発された「統制物資計画 (Controlled
Materials Plan)」であった。「統制物資計画」の核心は， 国家権力による
鉄，銅，アルミニウムという三つの戦略的資源の強制的配分を軍需品の生産
過程における企業間の垂直的分業関係と一本のルートで結合し，社会的な軍
需生産の過程に対する国家と独占体の垂直的統制力を貰ぬきとおす点にあっ
た。他方でそれは，ゼネラル・モーターズなど民間の大会社で適用されてい
たプランニングと予算統制の技術を戦時生産局のなかに移転し，戦略的資源
の配分技術を合理化した。 ノービック CD.Novick)はこのような技術とし
て，（1) 主要な諸目標の設定 (2) これらの目標達成に必要な諸プログラム
の規定，（3) 具体的目標のそれぞれに合致する資源の選択，（4) 利用可能な
(7) 
手段の系統的な分析，などをあげている。そして戦時生産局の資源配分決定
過程に移転された「洗練された」統制技術は，戦時経済のなかに「生産の組
(6) Ibid., p. 86. 
(7) D. Novick, The Origin and History of Program Budgeting, D. Novick 
(ed.), Program Budgeting, 1965, p. xxvi（福島康人訳「PPBSの理論と手法」
日本経済新聞社，昭和44年， 20ページ）。
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織性」をうちたてる手段となった。 たとえばフェスラー (T.Fesler)は，
「三つの統制物資が国内生産を統制する挺子となったので， 統制物資計画
は， 経済全休に対する戦時生産局による予算統制の意味をもつようになっ
(8) 
た」と述べている。また，戦時生産局の高官は， 一層比噌的に， 「統制物資
計画」は，アメリカの産業家が自らの個々の生産を計画すると同じように大
量生産の技術と経験を一国全体に適用する結果，国内のすべての生産的工場
があたかも「一つの巨大会社」のようにあつかわれ，国全体が「一個の国立
(9) 
兵器廠」のようになる，と述べている。
以上のように「統制物資計画」は，国家権力による戦略的資源の配分を挺
子として独占的な軍需生産の体制を組織化するとともに，硯実の生産体系に
おいて機能している民間大経営の統制技術を国家権力の統制技術としてとり
入れるものであった。それは文字どおり「資本主義の巨大な力と国家の巨大
(10) 
な力とを単一の機構に……結合する」戦時国家独占資本主義の本質的性格を
休現した「新しい型の行政統制の手段」であったと言ってよい。だがそれは
国家によって特権を保証され急激に発展した軍需産業の対極に生産の無政府
状態を急速に拡大し，他の種類の「統制諸手段」によって補足されなければ
ならず，経済統制機構の新たな膨張をよぶ起動力となった。図 1は，膨大な
軍事的官僚制による総動員が戦時経済の諸矛盾を深刻化させる過程で，大統
領府のなかに結晶した戦時経済統制機構の骨格を示している。すなわちそれ
は，戦時生産局を中心とする生産統制機関を中核として，戦時人的資源委員
会を中心とする労働力統制機関，経済安定局を中心とする消費および金融統
制機関が配置され，それらを戦時動員局が総括するという形をとっている。
戦時生産局における「統制物資計画」は主要軍需品（航空機，護衛艦，無線
電信機など） の生産を国家機関が直接的に指揮する 「生産日程制 (Produ-
(8) L. V. Chandler & D. H. Wallace (ed), Economic Mobilization and Stabili・ 
zation, 1951, p. 112. 
(9) Ibid., pp. 119-120. 
(10) レーニン「戦争と革命」全集第2舷巻， 429ペー ジ。
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図1 戦時経済統制機構 (19位年秋）
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註1．戦時動員局長官，陸軍長官，海
軍長官，兵器割当局議長，戦時
生産局長官，経済安定局長官に
より構成。
註2．財務，農務，商務，労働省各長
官，連邦準備制度理事長，予算
局長官，物価統制局長官，全国
戦時労働局議長，大統領に選任
された労働，経営者，農業団体
関係各2人の代表により構成。
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Bureau of the Budget, The United States al War,'1946,. P.386, P.398, PP.429-430より作成，
拙稿「合衆国産業動員体制下の生産の菓積」『関西大学商学論集』第22巻第6号，昭和53年2月所収。
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ction Scheduling)」によって補足され， また戦時人的資源委員会における
「労働予算計画 (LaborBudget Plan)」と経済安定局における「賃金・物
価統制」によって支えられなければならなかった。こうして戦時経済の諸矛
盾から噴出する社会諸集団の利害対立とこれを反映する戦時統制諸機関の紛
争は，三つの主要統制機関により調整されるのであるが，さらにより高度の
意思決定を要する事項は，大統領の代理として戦時統制権を行使する戦時動
員局長官のもとに引きあげられ処理された。予算局の戦時行政に関する記録
によれば，この調整の過程はめまぐるしい「政治的・行政的綱わたり (i:>ol-
(11) 
tico-administrative tightrope walking)」の過程であった。
(12) 
さて，以上の諸点の基本線はすでに別稿であきらかにされている。この小
論の課題は， このような戦時の立憲国家の硯実と「新しい型の行政統制手
段」の発展とをくぐりぬけたところに成立した戦後の予算制度改革論の性格
を考察し，これをアメリカにおける予算制度改革思想のなかに位置づけるこ
とである。以下で考察の対象とするのは，第二次大戦下，大統領府のなかに
あって予算局長官として活動したハロルド・スミス CH.Smith)の著書『政
(13) 
府の管理 (The・Management of Your Government)』である。
(11) Bureau of the Budget, The United States at War, 1946, p. 386. 
(12) 拙稿「戦時アメリカの産業動員組織と統制技術」「関西大学商学論集」第19巻
第3• 4号，昭和49年10月，同「合衆国産業動員休制下の生産の集積」前掲，第
-22巻第6号，昭和53年2月。
•(13）ハロルド・スミスの予算制度改革論は財政学文献の多くにとりあげられている
が，改革論それ自体を検討したものとして，次の労作がある。 GerhardColm, 
Essays in Public Finance and Fiscal Policy, 1955（木村元一，大川政三，佐
藤博訳「財政と景気政策」弘文堂，昭和32年）， 禾村元ー「財政学総論」新紀元
社，昭和26年，同 「近代財政学総論」春秋社，昭和33年， 森岡孝二「アメリカ
における「管理」思想の発達と「フィスカル・ポリシー」」大阪外国語大学「学
報」第25号．昭和46年，同「完全雇用政策の財政機構」島恭彦，宮本憲一，池上
惇「財政危機の国際的展開」有斐閣，昭和49年10月，所収。小論を構想するにあ
たってこれらの論考から教示を得た。
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よく知られているように，スミスは『政府の管理』のなかで新しい8つの
予算原則を提唱している。この節では，まず彼の予算原則論について，検討
を加えよう。
スミスは同書の第7章の冒頭において「立法府の統制の用具としての予算
(Budget as an Instrument of Legistrative Control)」にかんする 8原則
を数えている。 その項目のみをあげれば， （1) 公開の原則， （2) 明瞭の原
則，（3) 包括性の原則，（4) 統一性の原則，（5) 明細の原則，（6) 事前承隠
(14) 
の原則，（7) 定期性の原則，（8) 明確の原則，である。
彼はこれらの原則の古典的性格を次のように指摘している。．「これらの諸
原則は，国王と政府の民主的支配をめざす議会との数世紀にわたる闘争の諸
側面を反映している。この闘争はイギリスで開始されたが，その原則自休は
特にフランスにおいて発展した。その歴史的起源—~国王を統制下におこう
とする議会の不変の欲求ーーは，これらの諸原則の一方的な性格をあらわし
(15) 
ている。」
ついでスミスは，こうした古典的な予算制度の諸原則と対置して， 8項目
からなる「執行府の管理の用具としての予算 (Budget as an Instrument 
of Executive Management)」の諸原則を提示する。 彼によれば， この新
しい予算原則の発展系譜は次のとおりである。
'「執行府の管理のための諸原則は，主としてわが国の州と自治休の経験を
土台としている。それらは，不況期が連邦政府の経済的・社会的責任の範囲
(16) 
を大きく拡大させた時，新しい起動力を獲得した。」
ここでは新しい予算原則が， 20世紀初頭から開始された合衆国の州や自治
体の予算制度改革運動の系譜を引き，さらに1930年代以降のアメリカ資本主
(14) H. Smith, The Management of Your Government, 1945, pp. 84-85. 
(15) Ibid., p. 84. 
(16) Ibid., p. 95. 
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義の危機の時代における国家の経済的・社会的諸機能の発展を反映している
ことがあきらかにされている。またそれは， 1921年予算会計法による連邦政
府予算局の新設から1939年再組織法にもとづく同局の大統領府への統合を経
て第二次大戦末期までに至る，連邦予算制度の運営実務の経験を総括するも
のであった。
次に「執行府の管理の用具としての予算」原則の各項目を，ややくわしく
(17) 
要約しよう。
(1) 執行府予算計画の原則 (ThePrinciple, of Executive Budget Pro-
gramming)。予算は執行府長官の計画をあらわし，それは成立すると政府の
事業計画 (workprogram)となり，政治，経済，社会の諸側面における政
府の全責任と全行動をあらわす。従って，予算は全体として執行府長官の計
画形成と直接かつ密接に結合して編成されねばならない。
(2) 執行府予算責任の原則(ThePrinciple of Executive Budget Respo-
nsibility)。執行府は法律により確定され， かつ歳出法の規定にあらわされ
た機能を完遂することを命令される。言いかえれば，歳出法は支出命令では
なくまた一つの政府機関に既得権(vestedright)を与えるものでもない。そ
の機関は，執行府長官の指揮の下に立法の意図を最も安価な方法で執行する
責任を有する。一方，執行府長官は，その機関の計画が立法府の意図にそって
立てられ，しかも最大限に安価に執行されることを監視する責任を有する。
(3) 予算報告の原則 (ThePrinciple of Budget Reporting)。予算編
成，立法行為予算執行は，政府の「行政単位 (administrativeunits)」か
ら提出される財政と業務についての完全な報告文書にもとづかなければなら
ない。 これらの報告文書の内容をなすのは， 各種の計画， 事業， 債務，支
出，収入，雇用，目標の達成度， その他関連する事項など，「事業の逸行経
過 (workprogress)」をあらわす最新の情報である。
(4) 十分な予算「要具」の原則 (ThePrinciple of Adequate Budget 
(17) Ibid., pp. 90-93. 
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"Tools”)。執行府の責任を果すためには， 十分な行政的な要具が必要であ
る。執行府長官は，自らの直接の監督下に適切に配置された勤務員からなる
予算組織をもたなければならない。さらに執行府には立法の意図を最も安価
に執行することを保証するある種の権限が賦与されなければならない。これ
らの権限のなかには，充当金を毎月あるいは四半期毎に割当てたり，充当金
から予備金を設ける権限がふくまれる。前述した報告制度もこの「要具」の
一つである。
(5) 多元的な予算手続の原則 (The Principle of Multiple Procedures 
in Budgeting)。現代の政府はきわめて異ったタイプの活動を営んでいる。
すなわち経常的行政機能， 長期の建設・開発事業 (projects)，物資の売買
のような準商業的活動，あるいは金融活動など―これらの諸活動を効果的
に管理するには異った手続が必要である。政府の機能は，すべて例外なく予
算に反映されるべきであるが予算編成の方法は，政府の諸活動の様々のクイ
プに応じて多様であってよい。
(6) 執行府予算裁量の原則 (ThePrinciple_ of Executive Budget Dis-
cretion)。歳出法の項目があまりせまく規定されると， 効果的で安価な管理
が妨げられる。予算文書は，立法府に対する情報と執行府の指針を提供する
ものであるから，可能なかぎり詳細に記述することが望ましいが，歳出法の
場合は，政府の当面の目標に関する立法府の決定と調和させながら，政府機
関の諸機能をひろく規定することが望ましい。法律によって定められた諸目
的を達成するために採用すべき運営方法の詳細は，執行府に委ねるぺきであ
る。
(7) 時宜の弾力性の原則 (ThePrinciple of Flexibilily in Timing)。
予算には，フィスカル・ボリシーが対応すべき経済的諸条件の変化に応じて
時期を失せぬ修正を認める規定が含まれなければならない。たとえば， 立
法府がある建設・開発事業に5年間の資金充当を授権する場合，時宜の弾力
性は確保される。計画実施のクイミングは，経済的必要に応じて，執行府に
よって修正することができる。
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(8) 予算組織の相互性の原則 (ThePri1;1ciple of Two-way Budget 
Organization)。 各々の政府諸機関のなかに，連邦予算局が政府全体にわた
って果している機能と同一の機能を各々の機関の内部で果す，予算部局が設
置されなければならない。予算の編成と執行は，単に中央の機能であるばか
りではなく行政の全構造のなかに浸透すべき一連のプロセスであって，中央
の予算局と各政府機関の予算部局との関係は一方交通ではなく相互交流でな
くてはならない。
さて，以上が「立法府の統制の用具としての予算」の諸原則と対比して提
起された「執行府の管理の用具としての予算」の諸原則である。その特徴を
一言で要約すれば，国家権力のすべての活動に物質的手段を供給する財務行
政制度の導管を整備し，政府の「事業計画」の編成と執行の全過程にたいす
る執行府長官の統制力を強化しようとする志向であると言ってよい。 しか
し，スミスは古典的な予算原則を単純に投げすてて新しい予算原則を採用し
ようとするのではなく，二つの予算原則の調和を追求しているのである。彼
は次のように言う。「表面的な観察によ4ると立法府による統制と執行府によ
(18) 
る管理の目的とは，対立するかのようにみえる。」しかし，「これらの二つの
目的のあいだには， 一定の対立 (conflict)があるが， この対立は和解させ
ることができる。さらに立入った分析をすれば，執行府の管理の効果的用具
として役立つ予算は，また最も効果的な立法府の統制の用具としても役立つ
(19) 
ことがあきらかになるであろう。」
以上のように，スミスは二つの予算原則の調和を追求するのであるが，そ
れは立憲国家における予算制度の重要な位置にかんする正当な認識を土台と
している。すなわち彼はこう述べているのである。
「立法府と執行府との関係が民主主義的統治の成否の大半を決する。それ
故，予算は，それが立法府の統制と執行府の管理とに同時に役立つ最も重要
な用具なので，民主主義的統治のまさに核心をなすのである。この二重の機
(18) Ibid., p. 82. 
(19) Ibid., p. 83. 
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能を謁識し得ない者は，予算の真の意義も，また解決を要する予算をめぐる
(20) 
困難な諸問題をも，十分理解できないのである」。
'こうして予算をつうじる財政民主主義の確保は，「民主主義的統治の核心」
に位置づけられているのであり，二つの予算原則の調和する予算制度は，こ
の予算の「真の意義」を硯代において実硯するという困難な課題を達成する
ものとして，提起されているのである。
そこで以下では，スミスの予算制度改革論の基軸をなしている「二つの予
算原則の調和」の論理に立ち入ってみよう。
スミスの議論は，古典的な予算原則がすでに多くの点で侵犯されていると
(21) 
いう事実の認識から出発している。彼は次のような事例をあげている。第一
に，戦時においては軍事機密の保護のために歳出の内容を非公開としている
が，これは予算公開の原則を犯している。第二に，膨大な連邦予算や歳出法
は，近年における改善にもかかわらず，素人は言うにおよばず専門家にとっ
ても非常に難解であって，明瞭の原則は犯されている。第三に，包括性の原
則は，ある種のクイプの政府活動への歳出が「純額予算(netbase budget)」
として授権される場合に侵犯されている。たとえば政府会社の収入は議会に
よる特定の歳出決定なしに再支出されるのである。第四に， 統一性の原則
は，たとえば関税収入の30彩にあたる額を特定の農業課係経費に自動的に充
当することを定めた連邦法によって犯されている。「これらの侵犯のうち，
いくつかはよぎないものである」が「他のものi吝，これらの諸原則が執行府
の管理の必要を顧慮せずに， もっばら立法府の統制の見地から形成されてき
(22)' 
たことから生じているのである。」
スミスは，• こうした事態の認識に立って， 新しい予算原則によって財
務行政制度を整備するなら，古典的な予算原則の有効性もまた回復すると主
張するのである。こうした主張の三つの例をあげよう。第一に，「立法府の
(20) Ibid., p. 82. 
(21) Ibid., pp. 85-87. 
(22) Ibid., p. 87. 
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統制用具としての予算」原則の一つである「明細の原則」は，歳出法を詳細
に項目別に規定することを求め， 「執行府の管理の用具としての予算」原則
の一つである「執行府予算裁量の原則」は，歳出法は大枠のみを規定する方
が安価な管理ができると主張する。二つの原則にはあきらかに一定の矛盾が
慇められるが，この矛盾は予算管理の組織をより効果的なものに再組織する
ことにより解決される。すなわち「執行府予算裁量という管理のための原則
は，予算報告と独立会計監査という制度によって補足されるなら予算明細性
(23) 
という統制のための原則が指示する目的に真に役立つのである。」
第二に，時宜の弾力性という「管理のための原則」は，定期性の原則とい
う「統制のための原則」と対立するようにみえる。この対立は議会の予算過
程をつぎのように改革すれば解決される~ (1) 向う 5年間の計画を毎年議会
の審議と議決に付すこととする。これはすでにいくつかの都市における資本
予算の手続として実行されている。 (2) 歳出法の規定において，執行府は特
定の条件下においてのみ，一年間に予定されていた以上の資金を充当しうる
ことを指示する。 (3) 執行府は， 5年計画の進行経過を示す報告を前年の経
（24) 
済情勢の発展と関連づけて，毎年議会に提出する。
第三に，「多元的な予算手続」という「管理のための原則」は「明瞭性」と
いう「統制のための原則」と矛盾することは，あきらかなようにみえる。し
かし，政府の多様なクイプの諸活動を画ー的方法で処理することから生じる
単純明瞭化は， 真実のものではなくて見かけだけのものである。「真の明瞭
(25) 
性を得ようとすれば，実際には多元的な手続が必要であろう。」
圃 予算制度改革思想の発展
前節では，スミスの予算制度改革論の基軸をなしている「二つの予算原則
(23) Ibid., p. 96. 
(24) Ibid., p. 97. 
(25) Ibid., p. 97. 
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の調和」の論理をあきらかにしたが， この節では一歩すすんでこの「調和
論」の内容を吟味し，予算制度改革思想の歴史的位置を検討しよう。
まず，スミスの議論の出発点には古典的な予算原則の侵犯という事実の駆
識があった。この事実は，すでに述べたごとく第二次大戦下の総動員のなか
で最も明確にあらわれていた立憲国家の存在形態であった。すなわち，そこ
では厳格な三権分立の形態で組織化された合衆国の財政制度に内在する矛盾
が鋭く硯われており，予算協贅による立法府の執行府にたいする統制能力は
著しく制約されていたのである。スミスの「二つの予算原則の調和」論は，
この現実を前提として， 執行府の財務行政制度を整備し， 政府の「事業計
画」の編成と執行過程にたいする執行府長官の統制力を強化し，他方ではこ
れに適合するように立法府の歳出決定過程を改革することによって，執行府
の財務行政権にたいする立法府の統制能力を復元することを主張するもので
あった。 この点はスミス自身が明確につぎのように述べている。「立法府の
統制は，それが完全に発展した執行府の予算管理のシステムを通じて機能す
(26) 
るとき最もよく効果を発揮できるようになる。」
こうしてスミスの予算制度改革論は，立憲国家の財政制度をとらえている
深い矛盾にたいして一つの解決策を提示したものと言えよう。 しかし前節
で検討したごとく， 「二つの予算原則の調和」論は結局のところ執行府の予
算管理の弾力性を強化することに帰着するのである。そして予算にかんする
立法府の権限は，総じて，この執行府による予算管理の弾力性を承認したう
えで報告と監査にもとづく統制に集約されていく傾向がある。
ところで，以上のようなスミスの改革論理は，アメリカ予算制度改革論史
において決して新しいものではなく，すでに今世紀初頭に展開されたクリー
プランドやウイロビーの予算制度改革論のなかに見出されるのである。クリ
ープランドやウイロビーの所説が最も精力的に展開された当時のアメリカ
は，第一次大戦下にあり，戦時国家独占資本主義のもとで国家権力による経
済統制と国家財政の集中管理とが単一のメカニズムに結合されていた。そし
(26) Ibid., p. 98. 
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て，ここでも合衆国の財政制度の編成に内在する矛盾がするどくあらわれて
(27). 
いたのである。 ウイロビー は， 自らの予算制度改革論を「今や，それが採
用されるなら， 現在制度化され機能しているわれわれの政府機構 (govern-
mental machinery)の最も深刻な欠陥の多くを改善し， その結果，政治制
(28) 
度全体に重大な影響を与える」ところの「政治改革の用具」として提起して
いた。「二つの予算原則の調和」を基軸とするスミスの予算制度改革論は，
まず，こうした今世紀初頭の改革論の論理を第二次大戦という新しい状況下
で再現したものと評価されるであろう。しかし，スミスの所説にたち入った
検討を加えると， そのなかには今世紀初頭の所説をこえる新しい改革論理が
含まれていることがあきらかになる。次にこの新しい質をもった改革思想を
分析しよう。
今世紀初頭の予算制度改革論は，政治的な内容をもった国家意思の決定過
程を捨象して， 立憲国家の財務行政制度を民間経営休に類比し， 「生産過程
をそのいろいろな構成段階に分解し，そこに生ずる諸問題を力学など，要す
(29) 
るに自然科学の応用によって解決するという機械経営の原理」をそのなかに
移植しようとした。その最大のよりどころとされたのは，アメリカ資本主義
が独占段階への移行に伴なって発展させた「科学的管理法」であった。たと
えばクリープランドの所論においては，近代国家における財務行政過程を統
制する予算制度は，機械体系において動力供給の規則正しい律動を自動的に
制御する「エンジンにとりつけられた遠心振り子調速機 (governoron an 
(30) 
engine)」と類比され，統治の「能率と節約」を力学的法則によって測定す
(27)拙稿「戦時財政危機と節約運動」「関西大学商学論集」第21巻第1号， 昭和51
年4月，同「戦時国家独占資本主義と連邦行財政制度の変貌」前掲，第21巻第2
号，昭和51年6月。
(28) W. F. Willoughby, Budget as an Instrument for Political Reform, Proce-
eding of the Academy of Political Sceince, 1918, Vol直． P.56.
(29) K.マルクス「資本論」全集第23巻a,601-602ペー ジ。
(30) F. A. Cleveland, The War-Its Practical Lessons to Democracy, 1917, p. 
8. 
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る装置としてとらえられていた。
こうした今世紀初頭の予算制度改革論と比較すると，スミスの所説は，第
ーに，大規模機械経営のように力学的原理によって国家の財務行政が営まれ
るという予算制度観を拒否し，第二に，政治的な内容をもった国家意思の決
定と執行の過程を包摂して，合衆国の社会の内部に現実に存在する成員間の
対立する諸利益を調整し均衡させる装置として，予算を把握しているのであ
る。すなわち彼は言う。
「予算というものの『妥当で普逼的な』内容はいかなるものかを判断する
科学的尺度は存在しない。闘争と妥協こそ民主主義過程の本質 (essenseof 
the democratic process)であって，それらは必然的に予算のなかに反映す
るのである。大統領の計画のなかには国民の諸問題が全休として集中されて
いる。予算過程それ自体は，対立しあう諸見解を交流し，均衡させ，かつ達
成されたいかなる妥協をも実施することを確実にする一つの方法として働ら．．．．． 
く。予算はいかなる力学的法則 (mechanicalrule) によっても測定するこ........... -.............. 
とができず，ただ執行府の管理と立法府の統制のために適応できる用具
(isntrument)としての有効性によってのみ，測定されるのである。予算の............ 
真の試金石となるのは，共同社会 (community)の意思を実現するその究極
・・・・• (31) 
的な有効性である。」 （傍点は引用者）
上掲の文章には，今世紀初頭の所説と比較して予算観の転換が明確に示さ
れている。すなわち，ここでは力学的法則によって統治の「能率と節約」を
測定するという予算観は拒否され，かわって，執行府の管理と立法府の統制
のために弾力的に働らく用具によって「共同社会の意思を実硯する有効性」
を測定するという見地が打ち出されているのである。スミスは別の箇所でよ
り明確に次のように定式化している。
「表面的には，連邦予算は国内における最大の単一企業を維持するのに必
要なコストと方法をあらわしているのであるが，その意義はもっと深い。そ
れは，わが国のすべての市民の多様な利益，目的，願望，欲求を統合して一
(31) H. Smith, op. cit., pp. 98-99. 
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つの計画とし，彼らが共同して自らの安全，便宜，福祉を提供できるように
(32) 
する一つの装置 (device)なのである。」
こうして， 「二つの予算原則の調和」を基軸とするスミスの予算制度改革
論には，予算を媒介とする立法府と執行府との有機的協働を通じて，社会成
員間の多元的利益を調整し均衡させるという，積極的な立憲国家像が打ちだ
されているのである。そしてこのような予算観と立憲国家像を生みだしたの
は， 1930年代の深刻な不況とアメリカ資本主義社会の秩序の動揺，この時代
における連邦政府の社会・経済管理機能の著しい前進，およびこれらを反映
した「最も少なく統治する政府が最良である」という教義から「最も多く役
に立つ政府こそ最良である」という教義への政府観の転換であった。スミス
は言う。「あきらかに今日の政府は一つの最大のサービス企業であって，諸
個人に対して保護と配慮を与えるのみならず，国民にとって不利益な経済的
発展の衝撃を最小のものとする仕事を引きうけている。予算こそ政府の責任
・ (33)
におけるこのような重要な転換を正確に測定する尺度なのである。」
こうしたスミスの予算制度改革論に投映している立憲国家像が，今世紀初
頭のそれと異っていることはあきらかであろう。すなわち，この両者には，
いずれも安あがりの「弱い政府」という古典的な立憲国家像から「強力な執
｀行府」という現代的な立憲国家像への転換が示されているのであるが，後者
の場合比国家意思の決定過程は政治過程の問題として排除し（政治・行政
二分論），その関心は，執行府長官によって指揮される能率的な財務行政制度
の建設に向けられていた。第一次大戦とロシア革命の進展という資本主義の
危機のなかで展開されたその国家像の核心に映しだされていたのは， 「資本
主義の到達した高度な生産力を休硯する大規模機械経営の原理の移植によっ
てきびしい政治的変動にたえる強固な永続的秩序を確立し，国家指導者の迅
速な交替を通じて人民の意思に服する，立憲国家の軍事・官僚制度」であっ
(32) Ibid., pp. 71-72. 
(33) Ibid., p. 72. 
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(34) 
た。これにたいしてスミスの場合には，政治的な国家意思の決定と執行の過
程を包摂して，執行府と立法府との調和的協働を通じて，矛盾と対立がうず
をまく階級社会に介入し，社会成員の対立する諸利益を秩序のわく内に制御
する積極的な立憲国家像が映しだされているのである。そしてこうした立憲
国家像の転換をうながした最大の要因は， 1930年代の深刻な不況とファジズ
ムの猛威が第二次大戦へ連なっていった独占資本主義体制のかつてない危機
と，この時代における政府の社会統合機能の急速な発展であった。
さて，以上であきらかにしたように「二つの予算原則の調和」を基軸とす
るスミスの予算制度改革論は，危機における立憲国家の政治的な国民統合機
能の有効性を確保するという死活の課題をになって提起されているのである
が，同時にそれは，合衆国の国家機構の諸部門から寄生的利益を得てきた旧
来の利益団休や圧力団体を整理し再編成する手段として位置づけられてい
る。すなわち，危機に臨んだ立憲国家の政治的な国民統合機能の有効性を確
保しようとすれば，三権分立を厳格に具体化した合衆国憲法のもとで生みだ
されていた利益集団と官僚組織および議会の諸委員会とのふるい割拠的結
合を再編・合理化する一種の「政治改革」が必要であると考えられているの
である。スミスは過去をふりかえって，合衆国ではレッセ・フェールは政府
の政策を導く実際的な指針としてよりもパンフレット作者 (panphleteer) 
の関心事として存在したにすぎないと述べている。すなわち「われわれは夜
警機能 (night-watchmanfunction)に限定された政府について唱導した
が，その各々の集団は，当の夜警から何らかの引立て (favors)を得ること
を期待していた」のであって， そこに生まれたのは「住民の各々の主要な
集団が政府の特定の省や機関のなかに特殊な利益を確保し，それらの政府諸
機関がそれぞれの特殊利益に奉仕する」という，いわゆる「顧客依頼人の政
(35) 
府形態 (clientalform of government)」であった。 これに対して， 予算
(34) 拙稿「危機における予算制度改革思想」「関西大学商学論集」第26巻第1号，
昭和56年4月。
(35) H. Smith., op. cit., p.170. 
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制度の改革によって新しく形成されるべきは，「民主主義にとって必要不可
欠の構成要素の個々の環節」をなすところの「自由な社会のなかで自由に組
織化された集団」の諸利益を， 国民的計画 (nationalprogram) のなかに
相互に関連づけて統合し，実硯していく「一般的福祉の政府形態(general-
(36) 
welfare form of government)」である。
ところで，以上のように新しい予算制度によって国家機構の諸部門と利益
集団との寄生的結合を再編成するためには，社会の諸集団の諸利益をそこへ
むけて再編・統合していく国民的な達成目標に関する合意が必要とされる
が，スミスによれば，それは合衆国が不況と戦時総動員の経験をくぐりぬけ
るながい過程で獲得されている。すなわち，
「戦時においてはわれわれの国民的計画の目標は戦争の最も効果的な遂行
にあった。転換期においては帰還兵士の復員と軍需産業の再転換が主要な目
標であった。そして戦後におけるわれわれの経済的目標は十分な所得と安定
(37) 
した仕事の機会を確保することである。」
総動員期や転換期の場合と同じように，この戦後の「十分な所得と安定し
た仕事の機会の確保」という国民的目標を達成するために，政府が一つの決
定的役割を果さなければならないということについては国民的な合意が形成
されているとスミスは言う。・すなわち，国民的計画は政府計画(government
program)を包摂するより広い概念なのであるが，後者は前者において必要
不可欠の一環を構成しているのである。かくして，政府計画の物質的基礎を
なす歳入， 歳出， 借入れ，公債管理など財務行政の諸手段を，「十分な所得
と安定した仕事の機会の確保」という国民的計画の目標を達成する手段とし
(38) 
て運用するときに成立する新しい概念がフィスカル・ポリシーであった。そ
して「二つの予算原則の調和」を基軸とする新しい予算制度は，このフィス
カル・ボリシーの有効性を保障する用具として提起されたのであって，•それ
(36). Ibid., pp.170-171. 
(37). Ibid., p. 171. 
(38) Ibid., p. 173. 
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は，立法府と執行府とを結ぶ予算過程の循環を通じて「完全雇用」の達成と
いう「共同社会の意思」が形成され実現していく民主主義的なプロセスを投
映し，測定する装置とされたのである。
W 社会制御の制度と技法
すでに述べたように，スミスが直面していたのは， 1930年代の深刻な不況
とファシズムの猛威が第二次大戦に連らなっていった独占資本主義休制の歴
史的な危機の時代であった。このような歴史的危機の時代にあって，スミス
は予算をつうじる財政民主主義の確保こそ「民主主義的統治の核心」である
という正統的な見地に立ち，この予算の「真の意義」を現代において実硯す
るという困難な課題に応えるものとして，予算制度改革論を提起していた。
彼の所説の基軸をなす「二つの予算原則の調和」論の内容を分析すると，そ
れは単に立憲国家の財政制度の内在矛盾を解決するものではなくて，立法府
と執行府との調和的協働をつうじて立憲国家の政治的な国民統合機能の有効
性を確保するという死活の課題をになったものであることが，あきらかにな
った。同時にそれは旧来の「社会と政府」との関係を再編する「政治改革」
の用具として提起されていた。そこには，力学的原理によって統治の「能率
と節約」を測定するというかつての機械的な能率観にかわって，矛盾と対立
がうずをまく階級社会を制御する立憲国家の能力によって統治の能率を測定
するという新しい能率観が前面におしだされている。予算は「共同社会の意...... 
思を実硯する有効性」を測る装置とされたが，この有効性は，政府計画によ................ 
る国民的計画の目標を達成する程度によって客観的に測定されることとなる
のである。従ってこの予算制度論においては，計画化ということが決定的に
重要なモメントとなる。スミスは次のように述べている。「計画策定 (plan-
ning)は幅広い国民的目標を決定するのに必要である。それはまたこれらの
目標に到達するのに必要である。立法過程と行政過程の両方において，計画
策定は必要不可欠の要素であり，民主主義的統治を能率的に機能させること
118(540) 第 26巻第 4 号
(39) 
に生きた貢献をもたらす要素である。」
この節では，以上の諸点をふまえて，スミスの予算制度改革論における計
画化の制度と技法について考察しよう。それは，予算によって「共同社会の
意思を実現する有効性」が測定される客観的メカニズムをより具体的にあき
らかにするであるう。
まず第一に，大統領府のなかに，社会の諸利益集団の諸要求やそれらを反
映する政府諸機関の諸要求を統合して，それらを一般的な計画に編成する権
限と能力を備えた新しい計画機構を組織する。この新しい計画機構の諸機能
は次のとおりである。（1) 執行府長官と議会とを補佐して，政府の多数の諸
機関にまたがる諸問題を処理する「包括的計画 (over-allprogram)」を作
成する。（2) 執行府長官を補佐して相互に関連する諸計画を調整し，それら
の焦点を一般に確認されている幅広い達成目標に収鍛させる。 (3) 計画の効
果を継続的に評価し，これらの目標を達成するうえで必要な調整に関して助
(40) 
言する。スミスは，このような機能を果す計画機構を大統領府のなかに新設
する根拠についてつぎのように述べている。
「このような計画作業は本質的に大統領の責任であって，大統領府の外で
は効果的に遂行されえないのである。それは広い視野と個々のしばしば競合
しあう諸計画から超越することを必要とするのであるが，主として特定の活
動や政府機関と関係の深い人々には，これを期待することはできない。しか
もそのような計画(plan)を実施するには，通常，大統領による決定(action)
(41) 
を必要とする。」
すなわち，社会的諸利益の統合と詢衡化を達成しようとすれば，立憲国家
は大統領のもとに計画と決定の機能を集中し，社会的諸利益やこれを代表す
(39) Ibid., p. 24.森岡孝二氏は 「H.スミスにおいては，政府活動の効率性の保証
は，その目的に対する国民の理解と同感の高さにある」と指摘している。この指
摘は，統治の能率観の転換を示唆するものとして卓見である。森岡孝二「アメリ
力における「管理」思想の発達と「フィスカル・ボリシーJ 前掲， 41ペー ジ。
(40) H. Smith., p.164. 
(41) Ibid., p. 164. 
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る個々の政府機関から大統領府を超越させることが必要となるのである。
第二に，新しい計画機構で編成された政府計画は，議会の審議と協賛に付
されたうえで， それぞれの事業 (project)に責任を負っている政府機関に
対して歳出の授権がなされ，個々の事業計画を策定するオリジナルな責任は
これら個々の政府機関に与えられる。政府機関は毎年度，事業計画の当面三
年間の実施計画を編成するのに要する経費を予算局に提出することが義務づ
けられるが，提出に際して，その事業の特別の目的とこの目的達成の国民的
(42) 
必要性を明示しなければならない。
第三に，これらの諸事業計画を政府全体の見地から統合し財政的な秩序を
与えるのが予算局である。スミスは言う。
「政府諸機関の諸計画を調整し， それらの間にバランスをつくりだす際
に，われわれはつねに一つの重要な目標 (goal)を念頭においている。すな
わち民間投資の一層の奨励という目標である。」このことは， （1) 必要とさ
れる投資額と比較して拡張の可能性が最大であるとみなされる地域における
開発を促進すること，（2) わが国の自然資源のなかに本来そなわっている可
能性を完全に実現するに必要な手段を採用すること，（3) 公共投資の比率と
民間投資の比率との関係を，それによって産出される便益が最も高くなるよ
(43) 
うに維持すること，などの基準を採用することを意味する。連邦政府の諸計
画に適用されるこのような目標と基準は州と地方政府の諸計画にも適用され
(44) 
なければ政府計画の財政的秩序は確保されない。
さて，こうした基準によって政府計画に財政的秩序を与える技法として探
求されるのが「費用＝便益分析」である。スミスの議論を整理すると次のよ
(45) 
うになる。
第一に，ハイウェー建設，港湾開発，洪水制御，灌澱，天然資源保護など
(42) Ibid., pp.137-138. 
(43) Ibid., p. 138. 
(44) Ibid., p. 139. 
(45) Ibid., pp.133-135. 
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連邦政府が伝統的に主に責任をもってきた大規模プロジェクトや，近年重要
となってきた空港開発や電力開発などの大プロジェクトなどの場合は，それ
らの改善が生みだす便益が費用より大きいことは科学的比較が不要なほど明
白である。しかし，今やいかなる改善が費用と比較して最大の便益を産出す
るかを注意深く判定し，プロジェクト相互に秩序をつくりだす手法を開発し
なくてはならない。第二に，また今や重要な意義をもつにいたった国防や国
民の保健など，その便益を貸幣タームでは計測不可能な諸機能の便益を算出
する技法を開発しなくてはならない。
この場合，民間産業における投資決定原理を厳密に適用するなら，いわゆ
る「独立採算 (self~liquidating)」事業のみが推進されることとなる。例え
ば洪水制御のように，物質的には生産的で公衆に有形の便益を供給するが政
府収入を産出しないような多くの公共プロジェクトは無視されるであろう。
また，「独立採算」事業であると否とにかかわりなく， 公共プロジェクトを
物理的•生産的なものに限定する；と保健や教育のごとき分野での連邦政府の
責任と両立しなくなるであろう。このような便益が有形でなく物理的形態を
とらない連邦プロジェクトにも一般に適用される何らかの評価基準を案出し
なくてはならない。「例えば， 内陸水路改良事業の便益は， 公衆への輸送コ
ストの節約というタームで測られ，洪水制御事業のそれは，損害減小という
(46) 
タームで計算されるであろう。」
以上のようなスミスの主張には，いわゆるパフォーマンス予算やプログラ
ム予算における計画技法の骨格が示されていることはあきらかであろう。そ
れは 「統制物資計画」や「労働予算計画」に代表されるような「獣時計画
経済」が生み出した管理と計画の技法を転化したものであった。スミスはつ
ぎのように述べている。「場合によっては， 国家政策は， 費用と便益とはち
がったタームで比較されることが必要である。戦争中は，われわれは，戦争
計画の諸要求を稀少な資材や人的資源と対比して均衡させた。 このため，
さもなければ望ましい多くの事業が引きのばされたり，中止されたりした。
(46) Ibid., p. 135. 
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資材や労働力が再び豊富になるにつれて，多くのこれらのプロジェクトは進
(47) 
捗することができたのである。」
ところで，このように可能なかぎり費用と便益との比較をおこなう技法が
採用されたあと，なお着手されるべきプロジェクトを選択する高度に精通し
た判断が必要である。それは，（1) 望ましいプロジェクトを相互に関連づけ
る手続，（2) 地域的，全国的必要および財政的目標その他の目標や制約と調
(48) 
和したプロジェクトの建設速度を計画する技法，を含んでいる。
スミスはこれらの判断を下すうえで有効な機能を果す統計の二つとして，
大統領が 1946会計年度予算教書に初めて添付した「政府予算と国民予算
(The Goverrunent Budget and the Natio~'s Budget)」に注目している。
それは， 1939年と1944年との二つの年における，消費者，企業，州と地方政
府，連邦政府という四つの経済団休が国民総生産＝総支出に占める各々の比
重と相互関係を示しており，スミスによれば「消費者の支出の増大，民間投
資水準の引上げ，およぴ大規模な政府計画によって，あるいは……これら三
つのすべての経路の適当な組合わせによって，高水準の均衡が達成されるさ
(49) 
まざまの経路を示している。」政府計画の規模や組合わせや速度などは， こ
の統計に指示されて国民経済における高水準の均衡を達成するように調整さ
れるのであって，当面三年間の予算が一年間に繰上げて執行されたり，逆に
延期されたりすることとなる。
• こうして予算は「国民予算」という統計と併用されることによって，国家
政策の決定における有効な用具として働らくのであるが，同時にスミスは，
この統計が，社会成員の諸集団の意思や志向を統合する客観的基準を提供す
る機能にも注目している。彼は次のように言う。
「もしある人が，たとえば最低賃金法や関税や公共建設事業計画や税率の
変更や農産物価格保障を勧告するとすれば， 彼は 『これらの方策は住民の
(47) Ibid., p.135. 
(48) Ibid., pp.135-136. 
(49) Ibid., pp.175-176. 
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他の集団にいかなる影響をあたえるか，また全体としての国民所得や雇用水
準とどのような関係にあるか』 すなわち『公衆の福祉にいかに影響するか』
を， 自問せざるを得ないと感ずるであろう。国民予算によるこうした思考
は，共同社会的思考 (communitythinking)や国民的社会的責任 (national
(50) 
and social responsibility)をより一層促進するであろう。」
さて，以上のような計画化の制度と技法によって形成されるのは「政府の
諸政策を民間企業活動と関連づけ，両者を高い生活水準を促進し完全雇用の
(51) 
機会を保障する国民的計画に連結する，民主主義的なメカニズム」である。
ではこの「メカニズム」のなかに勤務する人材と彼らによって運用される管
理と計画の技法を培養する源泉はどこにあるか？
・ (52) 
スミスにあっては，それは「政府と産業とのチームワーク」のなかに求め
られている。彼によればその根拠は次の三点に要約される。すなわち，第一
に，’この両者こそ「十分な所得と安定した仕事の機会の確保」という国民的目
(53) 
標の達成において主要な責任を分有し，第二に，両者とも人間の大規模な協
働体系の管理という同質の問題に直面しており，第三に，すでに戦時総動員
(54) 
のもとで豊富な共同作業の実績をつみあげてきたからである。かくして，ス
ミスの予算制度論において決定的に重要なモメントとなる計画化の制度を分
析すると，大統領府のもとに計画化の組織と技法が集積するばかりでなく産
業との間における人材と技法の密接な交流も制度化され，ここに社会制御の
「管制高地」が形成されることがあきらかになる。 しかもスミスにあって
は，この計画化の制度が，議会における意思決定の合理性を保障し，立憲国
家における民主主義的な過程を完成させるものとされているのである。スミ
(50) Ibid., p.178. 
(51) Ibid., p. 166. 
(52) Ibid., p. 143. 
(53) スミスは1945年1月の大統領予算教書から． 「市場の機会を雇用と生産に結び
つける責任は産業の企業にある。機会のドアの開け放ち支持された市場を確保す
るのは政府の責任である」という一節を引いている。 Ibid.,p. 172. 
(54) Ibid., pp. 1仕ー145,pp.146-147. 、
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スはこう述べている。
「議会の直面している困難の一つは，さし迫った限りある時間のなかで解
決しなければならない重要問題について，意見や分析が部分的，断片的でし
ばしば矛盾していることから混乱が生じることである。執行府におけるより
よい計画化がすすむほど， 議会の委員会はより速くより正確に計画を評価
し，代案をみつけ比較し，決定に達することができるのである。このことは
平時において高水準の雇用目標を達成するという複雑な事業に関しては，特
(55) 
にあてはまる。」
以上のように立憲国家における民主主義的な国家意思決定の成否は，上述
した社会制御の「管制高地」において運用される管理と計画の技法にかかっ
ているのであるが，それらはかつての「科学的管理」を超えたものでなけれ
ばならない。なぜなら，一方ではすでに述べたように，新しい予算制度は国
家権力の組織休の管理のみならず矛盾と対立がうずをまく階級社会全体の制
御を引きうけているからであり，他方では，過去における「科学的管理」が
規律の細目にしばられ上級管理者と下級勤務員とに分裂した硬直化した巨大
な官僚制をつくりだし，公務の目標を見失なった公務員の集団をつくりだし
(56) 
てきたからである。しかし，スミスは，今世紀初頭の予算制度改革論者とは
異って，新しく採用されるべき統治や管理の技法の科学性に関して，次のよ
うに懐疑の念を表明せざるを得ないのである。
「組織生活を送っている人々の協働と協調を引きだすためには科学的管理
以上の何かが必要である。目標の理解，それへの共感，その達成に貢献しよ
うという感情，これらすべてのものこそ何にもまして重要である。しかしな
がら， これらの感情を鼓舞することは， 科学よりもむしろ技法 (art)の問
(57) 
題に止まっているのである。」
(55) Ibid., p. 165. 
(56) Ibid., pp. 33-34. pp. 35-36. 
(57) Ibid., p. 34. 
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V 結論と展望
『政府の管理』と題するスミスの著書は，第二次大戦がようやく終結した
1945年に刊行された。それは，ギュリックの著書と同じように，戦時総動員
のもとで開発された「統制物資計画」などの「新しい型の行政統制の諸手
段」を，平時の立憲国家における統制や管理の手段へ転用することを意図し
ていた。
木村元ー教授は，かつてスミスの予算制度改革論を批判し，次のように述
ペている。「スミスは，統制の手段としての予算原則と，運営の手段としての
予算原則とを， 本質的な矛盾関係にあるものとは見ず， 両者間に妥協の道
(58) 
が発見できると考えているようであるが，ここに問題がある。」「真の問題は
『計画』の原則にあるのであるが，仮りにこの原則が本当の意味で生かされ
るとすれば，旧来の議会主義の予算原則は全面的に否定されることになるの
(59) 
である。」
木村教授の指摘はまさにそのとおりであって，だからこそ第二次大戦後の
合衆国において，スミスの所説は全面的には実現しなかったのである。キン
メルは，（L.H. Kimmel) 1959年に刊行した著書において， スミスの予算原
則の実硯程度を検討して「経費の弾力性を増大させる提案は大部分，議論の
段階以上には前進していない。同様に，歳入の弾力性を改善する試みもビル
ト・イン・スクビライザーによって達成される程度の弾力性を承認する以上
(60) 
にはほとんどなされていない。」との結論に達している。 しかし， スミスの
予算制度改革論は，恒常的な国家独占資本主義体制のもとで，執行府の行動
の自由を拡大することを求める財政制度改革の論理として， くり返し再硯し
(58)木村元ー「財政学総論」新紀元社．昭和26年， 118ペー ジ。
(59) 同上， 119ペー ジ，木村教授は， その後，同様の趣旨の指摘を次の著書でいっ
そう詳細に展開しておられる。木村元ー「近代財政学総論」春秋社，昭和33年．
115_132ペー ジ。
(60) L. H. Kimmel.、FederalBudget and Fiscal Policy 1789-1958, 1959, p. 288. 
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てくることもまた事実である。こうした志向と議会による国家機能の統合と
統制を強化しようとする志向との対抗，ここにアメリカ予算制度改革論の硯
代的位相が見出されるのではなかろうか。しかしこの設問を解決するには，
戦後の予算制度改革過程のより立入った検討が必要である。
戦後の合衆国では， 1945年の公社統制法， 1946年の雇用法および立法府再
組織法などによる財政制度の改革がすすむのであるが，とりわけ1949年に提
出されたフーヴァー委員会の膨大な報告書にもとづき， 1950年代に入って予
算制度を含む行財改制度全体が大規模に再編されていった。このうち予算制
度の改革に最も重要な影蓉を与えたのは， 1950年の予算会計手続法や1951年
の一般歳出法などであり，それらによって完全雇用政策の財政機構が整備さ
れ，バフォーマンス予算の制度化がすすんだことはよく知られている。しか
し，こうした行財政制度や予算制度の改革が進んだ時代は，戦後における植
民地休制の崩壊や社会主義体制の拡大，朝鮮戦争など，全世界をとらえた歴
史的な激動のなかで「パックス・アメリカーナ」の体制が整備された時代で
あった。図2は，朝鮮戦争下において，行財政制度の改革によって生みださ
れた軍事・官僚制度の休系を示している。この図を小論の冒頭ーにかかげた図
1とくらべてみると，それは第二次大戦期の総動員体制の骨格を再硯してい
ることがあきらかになる。しかし，それは今や，「共産主義や全体主義に対す
る民主主義の国際的な共同防衛体制」であるところの冷戦体制を指導する国
(61) 
家権力の休系に転化している。 それは，ヴィクター・パーロ (V.Perlo)に
(62). 
よって「軍事化された対外膨張経済」と特徴づけられた戦後のアメリカ経済
の基礎の上に形成された巨大な上層構築物であると同時に，この経済的基礎
そのものを培養する国家独占資本主義の機構の一環であった。「統制物資計
画」を戦後の「平時」の条件の下に転用したパフォーマンス予算は，こうし
(61)拙稿「現代合衆国財政」「現代財政学体系4」有斐閣，昭和48年，所収，（金田
重喜氏と共筆）。
(62) V. Perlo, Militarism and Industry, Arms Profiteering in the Missile Age, 
1963（清水嘉治，太田譲訳「軍国主義と産業」新評論，昭和42年， 129ページ）。
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図2 国防動員機構の概容 (1952年）
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国防働員局長官報告によって構成，邦訳「世界週報」第岱巻3号， 12ページ，
拙 「現代合衆国財政」「現代財政学体系4」有斐閻， 昭和48年，所収。
国家独占資本主義と予算制度改革論（横田） （549)127 
た国家独占資本主義の中枢部で「政治と経済」を調整する技法として運用さ
れた。 スミシーズ (A.Smithies)は， 戦後のアメリカ予算制度を考察した
著名な書において次のように述べている。
「総動員期には，貨幣よりも入手できうる人的資源や物資が軍事活動の範
囲と規模を制約するので，予算は後景に退いた。従って，主要な計画は銅，
鉄，アルミニウムによって計算された。その上，議会は総力戦のための予算
を責任をもって決定しようとせず，過少に資金を充当する危険をおかすより
も，軍隊が思うままに用いることができる無制限な財源を与えることを選ん
だ。これに対して部分的動員は，とりたてて不足するものがない豊富に供給
された民需経済 (civilianeconomy)のなかで遂行される。従って，課税と
歳出という財政手段が，・全休としての安全保障計画へ資源を配分しついでそ
の種々の構成部分へ資源を割当てる，主要な用具となった。そして，・議会と
大統領は，長期にわたる緊急事態の期間 (along ~mergency period)を見
遥して，臨時的な即席的方法ではなく，正規の予算過程に頼ることを決定し
(63) 
たのである。」
ここでは「統制物資計画」を転用したパフォーマンス予算が，恒常的な冷
戦体制を合衆国の立憲制度のもとで管理する手段と位置づけられているので
ある。しかしよく知られているように，パフォーマンス予算をさらに改良・
発展させた PPBSは， 1960年代のペトナム戦争を管埋する主要手段として
運用されることによ，り，巨大な軍事的官僚制を発展させ，アメリカの経済と
社会のなかに深刻な矛盾をつくりだした。そして，この巨大な軍事的官僚制
と癒着した「軍事化された対外膨張経済」の重圧こそ，今日のアメリカ資本
主義が直面している危機の最大の要因であり，合衆国が解決を迫られている
ものなのである。
ネミスの予算制度改革論や新しい予算管理の技法の意義と限界は，こうし
た戦後の予算制度改革過程の検証によって確定されるであろう。
(63) A. Smithies, The Budgetary Process in The United States, 1955, pp. 229 
-230. 
